
施策名 施策
コード

二次政策評価 二次政策評価

意　見 意見への対応状況

(A) (B) (C) (D) (E) (F) (G) (H) (I) (J) (K) (L) (M) (N) (O) (P) (Q) (R) (S) (T) (U)

1101 一般 児童虐待防止対策推進事業費 － 児童虐待防止施策等の推進に係る
体制整備及び関連事業に係る事務

子ども子
育て支
援課

0 184,025 103,033 1.4 119.5 120.9 1,128,254
現状維

持

道の虐待対応件数や国で掲げる児
童相談所体制強化プランの見直し
があれば、拡充を検討する必要が
ある。

－ － － － － － － －

相談件数に応じた児童福祉司の配
置など、改正児童福祉法を踏まえ、
相談員の配置の見直しを含め、効
率的な執行体制の構築を行うこと。

現状維
持

児童福祉司や児童心理司につい
て、改正児童福祉法及び国通知に
基づき、配置を進める。その他、相
談員、児童指導員等の配置につい
ては、相談件数や一時保護児童数
等の状況を含め、必要な人員配置
と執行体制の構築を図る。

1102 事務 自立支援（児童）に関する事業 －
母子自立支援生活援助ホームに関
する事務等、自立支援（児童）に関
する事務

子ども子
育て支
援課

0 0 0 3.8 23.7 27.5 214,775 現状維
持

児童の自立支援に必要な最低限の
費用であるため

－ － － － － － － － 現状維
持

1103 一般
ひとり親家庭等生活支援事業費補
助金

－
母子家庭等が日常生活に支障が生
じている場合に、生活を支援する者
の派遣等を行う事業

子ども子
育て支
援課

0 7,844 2,616 0.2 1.4 1.6 20,340 現状維
持

母子家庭等の支援に必要なため － － － － － － － － 現状維
持

1104 一般 北海道母子寡婦福祉連合会補助金 －
道母連が行う母子福祉センターの
運営に対し補助する事業

子ども子
育て支
援課

0 13,600 13,600 0.2 0.0 0.2 15,162
現状維

持
母子福祉センターの運営について、
必要最低限の経費であるため。

－ － － － － － － －
現状維

持

1105 一般
母子家庭等自立支援給付金支給等
事業費

－
母子家庭の母等の雇用の安定及び
就職の促進を図るための事業

子ども子
育て支
援課

0 18,303 4,577 0.2 1.4 1.6 30,799
現状維

持
母子家庭等の支援に必要なため － － － － － － － －

現状維
持

1106 一般
母子家庭等就業・自立支援センター
事業費

②

母子家庭等の就業に関する相談、
就業情報提供に至る一貫した就労
支援サービスの提供等、自立を支
援する事業

子ども子
育て支
援課

0 35,421 15,911 0.3 0.7 1.0 43,231 現状維
持

母子家庭等の自立支援に必要な機
能を維持する最低限の経費である
ため。

－ ④ － 講習会の対象者がオンラインに対
応できないため。

－ ⑥ － 講習会の対象者がオンラインに対
応できないため。

○ － オンラインに対応できていない事業
者も多く、書面等で実施。

現状維
持

1107 義務費 児童手当支給費 －
市町村が認定、支給した児童手当
に対して、児童手当法に基づき、道
が一部を負担する事業

子ども子
育て支
援課

0 9,852,466 9,852,466 0.4 2.8 3.2 9,877,458
現状維

持
－ － － － － － － － － 現状維

持

1108 義務費 児童扶養手当支給費 －

父又は母と生計を同じくしていない
児童が育成される家庭の生活の安
定と自立促進のため、児童について
手当を支給する事業

子ども子
育て支
援課

0 3,705,972 2,470,648 0.4 7.1 7.5 3,764,547
現状維

持
－ － － － － － － － － 現状維

持

1109 一般 児童扶養手当支給事務費 － 児童扶養手当の支給事務費
子ども子
育て支
援課

0 2,796 2,796 0.2 1.7 1.9 17,635
現状維

持
法定受託事務のため － － － － － － － －

現状維
持

1110 事務 自立支援（母子）に関する事務 －

北海道優良ひとり親家庭表彰に係
る事務、児童扶養手当債権管理事
務、母子家庭等に対するメールマガ
ジン発行業務

子ども子
育て支
援課

0 0 0 1.4 0.7 2.1 16,401 現状維
持

ひとり親家庭等の自立支援に係る
必要最低限の費用であるため

－ － － － － － － － 現状維
持

1111 義務費 児童相談所及び一時保護所費 ⑤
道立児童相談所及び一時保護所の
維持運営に係る事業

子ども子
育て支
援課

0 233,717 116,859 0.4 0.0 0.4 236,841
現状維

持

道立児童相談所及び一時保護所を
運営していく上で、必要最低限の経
費であるため。

－ － － － － － － － ○

・児相職員増に伴う事務室の狭隘
化解消や一時保護所の環境改善の
ため、計画的に児相の工事を進め
る。
・児相職員の研修内容を充実し、専
門性の向上を図る。
・里親養育支援体制の構築及び里
親委託の推進のため、未委託里親
等トレーニング事業等を新たに実施
する。
・感染症拡大防止策のため、タブ
レット端末の活用等、相談体制を整
備する。
・児童虐待対応をはじめとする子ど
も家庭支援において、市町村と児童
相談所の役割分担や連携方法をま
とめたガイドラインに基づき、引き続
き市町村と連携・協力して取り組ん
でいく。
・国の「児童虐待防止対策体勢総合
強化プラン」（新プラン）を踏また児
相の体制強化や市町村支援児童福
祉司を中心とした市町村支援に取り
組んでいく。
・国庫基準の見直しなどについて、
引き続き国に対して要望を行う。

現状維
持

1112 維持費
児童相談所及び一時保護所費（維
持費）

－ 道立児童相談所及び一時保護所の
維持運営に係る事業

子ども子
育て支
援課

0 91,624 90,918 0.4 41.0 41.4 414,958 現状維
持

厚生労働省や他自治体で検討して
いる、虐待相談SNS事業の状況に
よっては、拡充を検討する必要があ
る。

－ － － － － － － － 現状維
持

1113 義務費
児童自立支援施設費（義務的経費：
向陽学院）

⑤ 道立児童自立支援施設(向陽学院）
の維持運営に係る事業

子ども子
育て支
援課

0 44,950 17,470 0.6 11.0 11.6 135,546 現状維
持

道立児童自立支援施設(向陽学院）
を運営していく上で、必要最低限の
経費であるため。

－ － － － － － － － ○ 国に対して国庫基準の見直しなど
について、引き続き要望を行う。

施設職員の配置に関する国庫基準
の見直しなどについて、引き続き国
に要望するなど超過負担の解消に
努めること。

現状維
持

国に対して国庫基準の見直しなど
について、引き続き要望を行う。

1114 維持費
児童自立支援施設費（維持費：向陽
学院）

－
道立児童自立支援施設(向陽学院）
の維持運営に係る事業（維持費）

子ども子
育て支
援課

0 24,591 11,886 0.1 9.0 9.1 95,662
現状維

持
施設措置児童の適正な処遇のた
め、現状を維持する必要がある。

－ － － － － － － －
現状維

持

1115 義務費
児童自立支援施設費（義務的経費：
大沼学園）

⑤ 道立児童自立支援施設(大沼学園）
の維持運営に係る事業

子ども子
育て支
援課

0 50,711 17,740 0.6 11.0 11.6 141,307 現状維
持

道立児童自立支援施設(大沼学園）
を運営していく上で、必要最低限の
経費であるため。

－ － － － － － － － ○ 国に対して国庫基準の見直しなど
について、引き続き要望を行う。

施設職員の配置に関する国庫基準
の見直しなどについて、引き続き国
に要望するなど超過負担の解消に
努めること。

現状維
持

国に対して国庫基準の見直しなど
について、引き続き要望を行う。

1116 維持費
児童自立支援施設費（維持費：大沼
学園）

－
道立児童自立支援施設(大沼学園）
の維持運営に係る事業（維持費）

子ども子
育て支
援課

0 17,792 8,953 0.1 9.0 9.1 88,863
現状維

持
施設措置児童の適正な処遇のた
め、現状を維持する必要がある。

－ － － － － － － －
現状維

持

1117 義務費 児童保護措置費 －
要保護児童の児童養護施設等への
入所等に係る措置費の支給に係る
事務

子ども子
育て支
援課

0 8,448,023 4,189,965 1.1 1.8 2.9 8,470,672
現状維

持
－ － － － － － － － － 現状維

持

1118 義務費
市町村児童保護措置費負担金及び
各種加算に関する事務

－

市町村（母子生活支援施設等）への
運営費補助等に係る事務及び当該
運営費にかかる各種加算認定等に
係る事務

子ども子
育て支
援課

0 25,210 25,210 0.2 0.7 0.9 32,239 現状維
持

－ － － － － － － － － 現状維
持

1119 一般
母子父子寡婦福祉資金貸付特別会
計繰出金

－ 特別会計への拠出金
子ども子
育て支
援課

0 31,642 31,642 0.1 0.0 0.1 32,423
現状維

持
法規定のため － － － － － － － －

現状維
持

1120 一般 母子父子寡婦福祉資金貸付事業 －

母子家庭等の自立支援策として、生
活資金、修学資金等を貸し付ける事
業及び平成１０年度まで実施してい
た遺児に対する修学資金貸付事業
に係る償還金を回収する事務

子ども子
育て支
援課

0 954,539 31,642 0.5 2.8 3.3 980,312
現状維

持
法規定による事業のため － － － － － － － －

暫定的な職員配置により体制を整
備し、事務事業を推進してきたが、
一定期間が経過したことなどを踏ま
え、効果的・効率的な執行体制の構
築を検討すること。

現状維
持

システム導入や債券回収委託など
効果的・効率的な執行を行ってきて
いるが、なお恒常的に職員配置が
必要であることから、正職員の増配
置に向けて検討を行う。

1121 一般
子どもの貧困対策ネットワーク事業
費

－

「北海道子どもの貧困対策ネット
ワーク会議」等を設置し、施策の検
討等を行うとともに、子どもの居場
所の新規開設等に向けた市町村、
運営者等に対する研修等を実施す
る事業

子ども子
育て支
援課

0 6,671 3,335 0.5 0.4 0.9 13,700
現状維

持
計画推進及び目標達成に向け必要
であるため

－ － － － － － － －
現状維

持

【見直し結果（S)(T)(U)】
　見直し状況（F)(J)(M)で｢②今回見直しを検討｣を
　選択した検討結果
　○見直し対応　△検討継続

Ⅰ
ゼロ

カーボン

Ⅱ
Society

5.0

Ⅲ
新型

コロナ
ウイルス
感染症

次年度
方向性

重点点検事業 見直し

次年度対応内容

ACTION 結果への対応（令和４年度）

経費
区分

【視点(E)(I)】
　①省エネ設備の普及とエネルギー利用の効率化の促進　②再エネ導入促進、建築物の省エネ化
　③次世代自動車などの導入促進 　④３Ｒの推進による廃棄物の削減　⑤温室効果ガス吸収源対策
　⑥「Smart道庁」の取組の推進による道庁における業務の効率化・省力化や多様で柔軟な働き方の実現
　⑦行政のデジタル化に係る道内自治体間のノウハウの共有化の推進

　【見直し状況(F)(J)(M)】
　　 ① 対応済
　　 ② 今回見直しを検討
　　　－ 対応が不要

事務
事業

方向性

事務事業名 見直し
区分

事務事業概要 課・局
室名

令和３年度

前年度
からの
繰越

事業費
（千円）

Ⅰ　ゼロカーボン

整理
番号

枝番 重複
施策 事業費

（千円）

執行体制

フル
コスト

（千円）

令和３年度　事務事業評価調書 04041

【見直し区分】
　①普及啓発　②会議等　③調査業務　④窓口業務等
　⑤施設整備・維持等　⑥委託業務　⑦補助事業　⑧その他

地域全体で子どもを見守り育てる社会づ
くり

一次政策評価

うち
一般
財源

本庁 出先
機関 人工計
対応
方針
番号

Ⅱ　Society5.0 Ⅲ　新型コロナウイルス感染症 Ⅳ　前年度意見

見直し
状況

理由及び今後の対応

重点点検事業

見直し
状況

内容 該当 対応状況視点理由
計画等
位置
づけ

計画等
位置
づけ

視点
見直し
状況

理由 該当

1／2 04041
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【見直し結果（S)(T)(U)】
　見直し状況（F)(J)(M)で｢②今回見直しを検討｣を
　選択した検討結果
　○見直し対応　△検討継続

Ⅰ
ゼロ

カーボン

Ⅱ
Society

5.0

Ⅲ
新型

コロナ
ウイルス
感染症

次年度
方向性

重点点検事業 見直し

次年度対応内容

ACTION 結果への対応（令和４年度）

経費
区分

【視点(E)(I)】
　①省エネ設備の普及とエネルギー利用の効率化の促進　②再エネ導入促進、建築物の省エネ化
　③次世代自動車などの導入促進 　④３Ｒの推進による廃棄物の削減　⑤温室効果ガス吸収源対策
　⑥「Smart道庁」の取組の推進による道庁における業務の効率化・省力化や多様で柔軟な働き方の実現
　⑦行政のデジタル化に係る道内自治体間のノウハウの共有化の推進

　【見直し状況(F)(J)(M)】
　　 ① 対応済
　　 ② 今回見直しを検討
　　　－ 対応が不要

事務
事業

方向性

事務事業名 見直し
区分

事務事業概要 課・局
室名

令和３年度

前年度
からの
繰越

事業費
（千円）

Ⅰ　ゼロカーボン

整理
番号

枝番 重複
施策 事業費

（千円）

執行体制

フル
コスト

（千円）

【見直し区分】
　①普及啓発　②会議等　③調査業務　④窓口業務等
　⑤施設整備・維持等　⑥委託業務　⑦補助事業　⑧その他

一次政策評価

うち
一般
財源

本庁 出先
機関 人工計
対応
方針
番号

Ⅱ　Society5.0 Ⅲ　新型コロナウイルス感染症 Ⅳ　前年度意見

見直し
状況

理由及び今後の対応

重点点検事業

見直し
状況

内容 該当 対応状況視点理由
計画等
位置
づけ

計画等
位置
づけ

視点
見直し
状況

理由 該当

1 一般
ネットワーク会議及び地域ネット
ワーク会議

② 1,616 808 － ④ ①

会議等のオンライン化は実施済み。
地域の方とネットワークを作ることが
目的であり、オンライン化に対応し
ていない相手方がほとんどのため

－ ⑥ ①

会議等のオンライン化は実施済み。
地域の方とネットワークを作ることが
目的であり、オンライン化に対応し
ていない相手方がほとんどのため

○ ①

会議等のオンライン化は実施済み。
地域の方とネットワークを作ることが
目的であり、オンライン化に対応し
ていない相手方がほとんどのため

2 一般 居場所ネットワーク委託事業 ② 0 5,055 2,527 － ④ ①

研修会等のオンライン参加型も既に
実施済み。
対象となる子どもの居場所運営者
は、オンライン化に対応できていな
いため

－ ⑥ ①

研修会等のオンライン参加型も既に
実施済み。
対象となる子どもの居場所運営者
は、オンライン化に対応できていな
いため

○ ①

研修会等のオンライン参加型も既に
実施済み。
対象となる子どもの居場所運営者
は、オンライン化に対応できていな
いため

1122 一般
新型コロナウイルス感染症に伴う児
童相談所相談体制強化事業

⑧

虐待通告等、安全確認や面談が必
要なケースで、感染症拡大により家
庭訪問が困難な場合にタブレット端
末を活用し、オンラインで状況確認
等を行う。

子ども子
育て支
援課

0 25,494 0 0.0 1.0 1.0 33,304 終了
感染拡大防止を図りながら、相談援
助業務を継続する上で、必要最低
限の費用であるためR4も実施する。

〇 ⑥ －

児童相談所においてオンラインで実
施できる業務は現状行っている相
談業務や支援業務等に限られるた
め

終了

0 23,775,391 17,011,267 13.1 246.7 259.8 ■令和４年度　新規事業

SNS相談委託事業、ヤングケアラー支援体制強化事業、子どもの権利擁護に係る実証モデル事業、ひとり親家庭実態調査
事業、ひとり親家庭への総合的な支援のための相談窓口強化事業、新型コロナウイルス感染症に伴う児童相談所相談体制
強化事業

計
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